様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2024年　2月　26日
　
　　経済産業大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）えぬいーしーきゃぴたるそりゅーしょんかぶしきがいしゃ               
　　　　　　一般事業主の氏名又は名称　ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社                 
（ふりがな）すがぬま　まさあき                 
　　　　　（法人の場合）代表者の氏名  菅沼　正明　         印   
住所　〒108-6219　東京都港区港南二丁目15番3号

法人番号　　8010401021784　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①統合レポート2023
②グループビジョン2030と中期計画2025について
③グループビジョン2030および中期計画2025

	公表日
	1 2023年　9月　29日
2 2023年　4月　28日
3 2023年　4月　28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://pdf.irpocket.com/C8793/NvAy/M0dD/oKMx.pdf
(P10、26)
2 https://pdf.irpocket.com/C8793/bU43/xpTs/jgLi.pdf(P1-2)
3 https://pdf.irpocket.com/C8793/CaoZ/j0Tu/Sgev.pdf(P14)

	記載内容抜粋
	1 統合レポート2023
・これまで当社は、事業を通じて社会課題を解決し、社会への貢献が利益につながる「CSV経営」を標榜してきました。この考え方や価値観は、私たちの事業活動の根幹であり、新たなグループビジョンにおいても変えることなく維持していきます。しかし昨今、気候変動の深刻化や感染症のパンデミック、地政学リスクの高まり、金融不安の波及等、過去にない変化が世界を覆い、先行きが見えない状況となっています。また、デジタル技術（IoT、AI、ロボット）等の先端技術の発展、DXによる新たな価値創出やビジネスモデル変革等の産業や社会生活の大きな変化が想定されます。
・リース業は元来、資源の再利用や効率向上により環境負荷の低減に寄与し、循環型社会の形成に直接的に資するビジネスと言えます。今後は、SDGsが目指す2030年以降の社会を見据え、「循環」をさらに発展させながら、新たな価値を生み出していく取り組みが求められると認識しています。そうした考えのもと、当社はグループビジョンのゴールをSDGsと同じく2030年に定め、時代の変化に適応した高度な社会への貢献を想定し、「次世代循環型社会」をキーワードに掲げました。私たちは、モノの循環利用と地域経済・社会の好循環、企業成長の好循環につながるサービスを創出し、その提供を通じて次世代循環型社会をリードします。
・当社は、お客様の経営課題を解決すべく、ベンダーファイナンスやICTサービス、金融プロダクトのソリューションを革新し、事業領域の拡大と共に循環型サービスの創出を図ります。
・当社は、キャピタルソリューションの革新により、新たなサービスや事業を創出することで、お客様や社会の課題を解決し、環境と成長の好循環の実現を目指しています。ベンダーファイナンス、ICT・専門サービス、金融プロダクトの３つのソリューション領域を強化・確立することで、モノの循環利用に繋がるサービス、地域経済･社会の好循環に繋がるサービス、企業成長の好循環に繋がるサービスを提供し、「次世代循環型社会」の実現を目指しています。
②グループビジョン2030と中期計画2025について
・当社グループは2023年４月、新たなグループビジョン「次世代循環型社会をリードするSolution Company」を策定いたしました。
・私たちはリース事業を通して、環境に配慮した製品の導入、高度な 3R 処理による資源循環により循環型社会の実現に向けた取り組みを推進してきました。一方で、2030 年以降を見据えた「次世代循環型社会」は、資源効率の向上による環境負荷の低減のみならず、資源を循環利用し続ける世界、そこから発展し、新たな付加価値を生み出し続ける循環型の経済社会となることを想定しています。
・この想定する社会において、当社グループはキャピタルソリューションの革新により、モノの循環利用に繋がるサービス、地域経済･社会の好循環に繋がるサービス、企業成長の好循環に繋がるサービスを提供し、環境と成長の好循環を実現すると共に、多様化するお客様と社会の課題解決を通して、「次世代循環型社会」の実現を目指してまいります。
・グループビジョン実現に向けた最初のステップとなる「中期計画2025」では、2030年の目指す姿・持続的な成長実現に向けて変革に挑戦する3年間とし、CSV経営を実践し事業を通じてお客様と社会の課題を解決すると共に、次世代循環型社会の実現に向けて当社らしい循環型サービスを創出していきます。
③グループビジョン2030および中期計画2025
・当社らしい循環型サービス
　モノの循環利用に繋がるサービス
　　(ICT製品のサブスクリプションサービス、
　　ベンダーとの開発型共同サービスモデルの確立等)
　地域経済・社会の好循環に繋がるサービス
　　(地域ベンダーが提供する自治体DXサービス連携等)
　企業成長の好循環に繋がるサービス
　　(企業のライフサイクルに応じたサービス等)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、取締役会に承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 グループビジョン2030と中期計画2025について
2 組織改正ならびに人事異動に関するお知らせ
3 統合レポート2023

	公表日
	1 2023年4月28日
2 2023年3月29日
3 2023年9月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	① 
https://pdf.irpocket.com/C8793/bU43/xpTs/jgLi.pdf
(P2-3)
2 
https://pdf.irpocket.com/C8793/WYlc/EZNg/Cq3q.pdf
(P2)
③
https://pdf.irpocket.com/C8793/NvAy/M0dD/oKMx.pdf
(P31)

	記載内容抜粋
	1 グループビジョン2030と中期計画2025について
中期計画2025の概要

事業戦略①　サービス事業の拡大、新たな循環型サービスを創出
・再生可能エネルギー発電、ウェアハウジング、ITアセットマネジメント、観光の各事業におけるサービス拡大
・ICT製品のサブスクリプションサービスの推進や不動産の活性化促進等によるモノの循環利用に繋がるサービス創出
・PFI・PPP事業の拡大、地域金融の循環モデル構築支援、地域ベンダーが提供する自治体DXサービスとの連携強化による地域経済･社会の好循環に繋がるサービス創出
・企業のライフサイクルに応じたサービスやファンド投資事業、M&A等アドバイザリーの拡大による企業成長の好循環に繋がるサービス創出
事業戦略②　注力事業への戦略的投資による成長加速
・お客様・ベンダーとのシステム連携や企画機能強化を通したICT関連サービスの高付加価値化による事業規模拡大
経営基盤強化戦略
・業務プロセスのデジタル化やデジタル情報の活用を踏まえた基盤整備等による業務の標準化、品質･効率の向上
・DX基盤となるコアシステムの立ち上げと安定稼働やワークスタイル変革を支えるIT環境の構築をはじめとしたデジタル技術の活用促進・DX活動の推進
・経営戦略に連動した人材マネジメント制度導入と挑戦･変革し続ける風土作り、カルチャー変革等による競争力強化を目指した人材育成と組織作り


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、取締役会に承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されております。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 グループビジョン2030と中期計画2025について(P3)
2 組織改正ならびに人事異動に関するお知らせ(P2)
3 統合レポート2023(P31)

	記載内容抜粋
	①グループビジョン2030と中期計画2025について
・経営戦略に連動した人材マネジメント制度導入と挑戦･変革し続ける風土作り、カルチャー変革等による競争力強化を目指した人材育成と組織作り
なお、人材育成と組織作りに関連して、戦略を推進するための体制・組織に関する事項を下記②③、戦略を推進するための人材の育成・確保に関する事項を下記③のように公表しております。
②組織改正ならびに人事異動に関するお知らせ
・新たなサービスおよび事業の創出を目的に、市場開発を役割としたビジネス推進体制および全社レベルでの営業推進、企画開発体制を構築、強化のため、部門の体制を改編する。
➢ 営業推進本部において、営業企画部の市場開発機能を営業統括部に統合する。
➢ ビジネス推進部を営業推進本部配下に移管する。
➢ ICT アセットサービス営業本部の配下に市場開発を行う「ICT ビジネス推進部」を新設し、営業企画部のレンタルサービス機能を移管する。
3 統合レポート2023
・今後もDX基盤となるコアシステムの立ち上げやRPAの活用、AIの活用等、DX活動を情報システム部を中核として全社で推進し、高い生産性の実現を目指します。またITやDXの教育を拡充し、人材の育成、確保を図ります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 グループビジョン2030と中期計画2025について(P3)
②　統合レポート2023(P31)

	記載内容抜粋
	①グループビジョン2030と中期計画2025について
・業務プロセスのデジタル化やデジタル情報の活用を踏まえた基盤整備等による業務の標準化、品質･効率の向上
・DX基盤となるコアシステムの立ち上げと安定稼働やワークスタイル変革を支えるIT環境の構築をはじめとしたデジタル技術の活用促進・DX活動の推進
なお、業務プロセスのデジタル化やデジタル情報の活用を踏まえた基盤整備、DX基盤となるコアシステムの立ち上げと安定稼働やワークスタイル変革を支えるIT環境の構築をはじめとしたデジタル技術の活用促進・DX活動の推進に関連して、戦略を推進するためのITシステム・デジタル技術活用環境の整備に関する事項を下記②のように公表しております。
2 統合レポート2023
・テクノロジー活用による働き方改革(IT活用、DX推進)
社員一人ひとりが、自律的に働き方や働く場所を選択できるように、全社員にモバイルパソコンやスマートフォンを配備し、自宅やサテライトオフィス等、柔軟に業務が行えるようIT環境を整備しています。また、生産性の向上、BCP、環境配慮の面で紙の利用を削減・廃止し、デジタルを用いて仕事が進められるよう承認プロセスの電子ワークフロー化の促進等も進めてきました。今後もDX基盤となるコアシステムの立ち上げやRPAの活用、AIの活用等、DX活動を情報システム部を中核として全社で推進し、高い生産性の実現を目指します。またITやDXの教育を拡充し、人材の育成、確保を図ります。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	グループビジョン2030および中期計画2025

	公表日
	2023年　4月　28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://pdf.irpocket.com/C8793/CaoZ/j0Tu/Sgev.pdf (P15)

	記載内容抜粋
	中期計画2025における目標
　2026年3月期経営目標(中期計画目標)
　当期純利益100億円
なお、戦略と上記企業価値に係る指標の関連性は下記の通りです。
事業戦略①　サービス事業の拡大、新たな循環型サービスを創出
事業戦略②　注力事業への戦略的投資による成長加速
(関連性)サービス売上の増加により、利益が増加する
経営基盤強化戦略
(関連性)業務プロセスのデジタル化等により業務関連費用が抑制され、利益が増加する



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023年　11月　16日
2 2023年　11月　7日

	発信方法
	下記Webサイトにて発信
1 決算説明会動画https://www1.daiwair.jp/qlviewer/e-cast/2311168793r06sd8j/index.html
(資料P20-21)
2 決算説明資料https://pdf.irpocket.com/C8793/MH4b/toMI/Ur9M.pdf
(P20-21)

	発信内容
	代表取締役社長自らが決算説明会で情報発信し、Webサイトに公表しております。
中期計画2025の事業戦略①「企業のライフサイクルに応じたサービスやファンド投資事業、M&A等アドバイザリーの拡大による企業成長の好循環に繋がるサービス創出」、事業戦略②「お客様・ベンダーとのシステム連携や企画機能強化を通したICT関連サービスの高付加価値化による事業規模拡大」、経営基盤強化戦略「DX基盤となるコアシステムの立ち上げと安定稼働やワークスタイル変革を支えるIT環境の構築をはじめとしたデジタル技術の活用促進・DX活動の推進」につき、進捗状況として下記を発信
・事業戦略①:投資実行フェーズのベンチャーファンドにおいて、高度な技術や新たなサービスを展開するベンチャー企業へ複数投資を実行
・事業戦略②:PCレンタルサービスは顧客層を拡大するとともに IT 資産管理等のサービス拡充を推進
・経営基盤強化戦略:DXの更なる推進（金融データ活用推進協会への加盟、生成 AI等DX教育の拡充）
なお、事業戦略①に関連して、下記のプレスリリースを発信しております。
・空港送迎に特化したマーケットプレイスを運営する「株式会社 SmartRyde」への投資について(2023年4月10日)
(https://pdf.irpocket.com/C8793/xivA/Uf2u/G2eJ.pdf)
・宇宙ロボットスタートアップ「GITAI Japan 株式会社」への投資について(2023年5月25日)
(https://pdf.irpocket.com/C8793/CaoZ/dFst/S60S.pdf)
・物流・広告分野の量子コンピュータソフトウェアベンチャー「株式会社エー・スター・クォンタム」への追加投資につきまして(2023年8月30日)
(https://pdf.irpocket.com/C8793/cEro/Ef0f/KYye.pdf)
・防災・危機管理ソリューションを提供する「株式会社 Spectee」への追加投資につきまして(2023年10月23日)
(https://pdf.irpocket.com/C8793/NvAy/Iquf/A0RD.pdf)



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　9月頃　～　2023年　11月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年　10月頃　～　　継続実施中


	実施内容
	サイバーセキュリティ対応については、弊社Webサイト(https://www.necap.co.jp/csv/governance/security.html)にて開示している「情報セキュリティ基本方針」に則って運用し、対策を実施しております。
・情報セキュリティ管理体制を確立し、情報資産の適切
な管理に努める
・情報セキュリティに関する社内規程を整備、実施
・情報セキュリティの確保に必要な教育を継続的に実施
・適切な人的・組織的・技術的施策を講じ、情報システ
ムおよび情報資産に対する不正侵入、情報漏えい、改ざん、紛失・盗難、破壊、利用妨害等が発生しないよう努める
・情報セキュリティ上の問題が発生した場合には、すみ
やかにその原因を究明し、その被害を最小限に止めるとともに再発防止に努める
・情報セキュリティに関係する法令、その他の社会的規
範を遵守
・活動を継続的に見直し、改善に努める
また、情報セキュリティ基本方針、情報セキュリティ管理、個人情報保護およびこれらに関連する規程類に準拠して、情報セキュリティ監査を定期的に実施しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

